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業務の適正を確保するための体制

業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況の概要
(1) 業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要

　取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体

制その他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要

は以下のとおりであります。

１．当社および当社子会社（以下、「当社グループ」という）の取締役およ

び使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための

体制

①　当社は企業としての社会的信頼に応え、企業倫理・法令遵守の基本姿

勢を明確にするため、企業理念、企業行動基準を定めた「鈴木行動憲

章・行動基準」および「経営理念手帳」を作成し、それを全役職員に周

知徹底させる。

②　代表取締役社長を委員長とする「コンプライアンス委員会」を設置

し、コンプライアンス上の重要な問題を審議するとともに、コンプライ

アンス体制の強化および企業倫理の浸透を図るべく啓蒙教育を実施する。

③　「内部通報者保護規程」を定めコンプライアンス上疑義のある行為等

を発見した場合、社内および社外に速やかに通報・相談できる窓口を設

置する。会社は通報・相談内容を厳守するとともに、通報・相談者に対

して不利益な扱いを行わない。

④　内部監査組織として、代表取締役社長の直轄部門とする内部監査室を

設置する。内部監査室は、法令の遵守状況および業務活動の効率性など

について、監査等委員会とも連携しつつ当社各部門および企業グループ

に対し内部監査を実施し、業務改善に向け具体的に助言・勧告を行う。

⑤　監査等委員会は独立した立場から、当社グループのコンプライアンス

体制および内部通報システムの運用に問題があると認めるときは、意見

を述べるとともに、改善策の策定を求めることができる。

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

　取締役の意思決定または取締役に対する報告に関しては、文書の作成、

保存および廃棄に関する「文書管理規程」に基づき、適切かつ確実に閲覧

可能な状態で保存および管理を行う。

３．当社グループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制

①　当社は、当社グループ全体の危機発生時の対応とその防止のための体

制整備を目的とした「リスク管理規程」「危機管理規程」「緊急事態対

応規程」を定め、リスク管理に対する基本的な管理システムを整備する。
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業務の適正を確保するための体制

②　取締役および執行役員は、自己に委嘱された職務領域について、危機

管理体制を構築する権限と責任を有する。

③　組織横断的なリスクおよびリスク管理全体を統括するシステムとして

「コンプライアンス委員会」を設置しこれにあたる。

④　各部門の所管業務に付随するリスク管理については、担当取締役また

は執行役員とともに、それぞれの担当部署にて、ガイドラインの制定、

研修の実施、マニュアルの作成・配布等を行う。

⑤　会社全体あるいは経営の根幹に係わる重要事項については、取締役会

での審議を経て、対応を決定する。また、取締役の中から対策責任者を

任命し、対応を指揮するとともに、その状況を適宜取締役会に報告する。

４．当社グループの取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保する

ための体制

①　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制の

基礎として、定例の取締役会を月１回開催するほか、適宜臨時に開催

し、重要事項の決定ならびに取締役の業務執行状況の監督等を行う。

②　取締役会の決定に基づく業務執行については、「組織規程」「職務分

掌規程」「職務権限規程」において、それぞれの責任者およびその責任

と権限、執行手続の詳細について定め、職務の執行が効率的に行われる

ことを確保する。

③　業務の運営に関しては、当社グループ全体の中期予算計画および年度

予算計画を立案し、当社グループ全体の目標を設定し、これを当社グル

ープ各社の業務目標に落とし込み、業績管理を行う。また、当社では、

月１回開催する取締役および各部門長等で構成される経営会議におい

て、定期的に各部門より業績の分析と改善策を報告させ、具体的な施策

を実施させるものとする。

５．当社グループにおける業務の適正を確保するための体制および当社子会

社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制

①　当社グループにおける業務の適正を確保するため、当社の「鈴木行動

憲章・行動基準」および「経営理念手帳」を当社グループに周知徹底さ

せ、これを基礎として当社グループ各社が諸規程を制定・改定する。

②　業務の運営に関しては、グループ会社の自主性を尊重しつつ、当社に

定期的に業務執行の報告を行い、経営に関する重要事項については「関

係会社管理規程」に基づく当社取締役会への付議または報告を行うこと

等によりグループ会社の職務の効率を確保する。
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③　内部監査室はグループ会社に対しても内部監査を実施し、その結果を

グループ会社の取締役および当社の取締役に報告する。

６．監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合に

おける当該使用人に関する事項および当該使用人の取締役からの独立性に

関する事項ならびに当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

　監査等委員会が必要とした場合、その職務を補助する使用人（以下、

「監査等委員会補助者」という）を置くものとする。なお、監査等委員会

補助者の任命、異動、評価、懲戒等は、監査等委員会の意見を尊重した上

で行うものとし、当該監査等委員会補助者の取締役（監査等委員である取

締役を除く。）からの独立性を確保するものとする。監査等委員会補助者

は、その要請された業務の遂行に関して、監査等委員の指示に従い、取締

役（監査等委員である取締役を除く。）等の指揮命令を受けない。

７．当社グループの取締役（監査等委員である取締役を除く。）および使用

人が監査等委員会に報告するための体制、その他の監査等委員会への報告

に関する体制および報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けない

ことを確保するための体制

①　当社グループの取締役（監査等委員である取締役を除く。）および使

用人は監査等委員会に対して、事業運営上の重要事項ならびに重要な業

務執行の状況および結果について適宜報告する。

②　当社グループの取締役（監査等委員である取締役を除く。）および使

用人は当社グループに著しい損害を及ぼすおそれのある事項および不正

行為や重要な法令ならびに定款違反行為を認知した場合のほか、経営会

議等重要な会議の付議事項ならびに決定事項、その他必要な重要事項

を、法令および社内規程に基づき監査等委員会に報告する。

③　内部監査室は、独立したコンプライアンス推進直轄組織として、内部

統制の観点から、各部門の業務の適法性および妥当性ならびにリスクの

存在の有無について監査を実施し、監査結果を監査等委員会に報告する。

④　総務部は、内部通報の状況について、監査等委員会に報告する。

⑤　当社グループは、上記の報告を行った取締役（監査等委員である取締

役を除く。）および使用人に対し、当該報告を行ったことを理由として

不利な取扱いを行うことを禁止し、その旨を周知徹底する。
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８．監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払いまたは償還の手続

きその他の当該職務の執行について生ずる費用または償還の処理に係る方

針に関する事項

　当社は、監査等委員がその職務の執行について生ずる費用の前払いまた

は償還等の請求をした場合には、当該請求に係る費用または債務が当該監

査等委員会の職務の執行に必要ではないと明らかに認められる場合を除

き、当該費用または債務を負担する。

９．その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

①　監査等委員は、当社グループの取締役（監査等委員である取締役を除

く。）および使用人の職務の執行状況を把握するため監査等委員会が定

める監査方針および分担に従って、監査に必要な会議等に出席し、当社

グループの取締役（監査等委員である取締役を除く。）および使用人か

らその職務執行状況を聴取し、関係資料を閲覧することができる。

②　監査等委員は、内部監査室および会計監査人と情報交換を密にし、連

携して監査が実効的に行われることを確保する。

10．当社グループの財務報告の信頼性を確保するための体制

　当社グループは、財務報告の信頼性と適正性を確保するため、金融商品

取引法の定めに従った財務報告に係る内部統制システムを構築し、その有

効性を評価し、必要な是正を行い、適切な報告を行う体制を整備運用する。

11．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方および整備状況

　反社会的勢力あるいはその関係者・関係団体とは一切の関わりをもたな

い。それらの反社会的勢力等からの不当な圧力に対しては、地元警察署や

顧問弁護士等の外部専門機関と連携する等により組織的に対応する体制を

構築する。

(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

　当社および当社子会社（以下、「当社グループ」という）の当期における

業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のとおりであります。

１. コンプライアンス体制

　当社グループのコンプライアンス体制については、コンプライアンス関

連規程を適宜整備し、内部監査室が適切に運用されているかチェックを行

っております。また、当社の行動規範である鈴木行動憲章をカード化して

全社員に配布し、いつでもどこでも確認できるようにしております。また

半期ごとにコンプライアンス委員会を開催し、法改正や当社グループのコ
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ンプライアンス体制の状況などを適宜確認、協議しております。また同委

員会において当期における内部通報制度の利用状況を報告しております。

２. リスク管理体制

　当社グループのリスク管理体制については、リスク管理規程を整備する

とともにリスク管理委員会において、適宜リスクの把握を行い、必要な措

置を講じております。ＥＳＧ・ＳＤＧｓといったサステナビリティ課題へ

の対応は重要なリスク管理の一部と認識しており、取り組みを進めており

ます。また、事業継続計画の策定、安否確認システムを導入し、災害、ウ

ィルス感染症拡大等の非常事態に対応できる体制の整備を進めております。

３. 情報保存管理体制

　当社グループの情報保存管理体制については、文書保存規程および関連

規程に基づき、適切に保管および管理を行っています。また必要に応じて

閲覧できるようにしております。廃棄の際には、溶解処理等により、再生

不可能とする処分方法により廃棄することとしております。また、情報セ

キュリティ活動の一環として、ｅ－ラーニングシステムを使っての情報セ

キュリティ研修を全社員を対象に行っております。

４. グループ管理体制

　当社の子会社に、関係会社管理規程に基づき、経営内容の把握のため、

月次で財務状況と業務執行状況等の資料の提出および報告を求めており、

内容について検証を行っております。また、定期的に親会社の取締役、監

査等委員・内部監査員・総務部担当者が子会社に出向き、業務の適正を確

保するための体制および運用の状況の監査・監督・指導等を行っております。

５. 監査体制

　監査等委員会が定めた監査等委員会監査等基準および内部統制システム

に係る監査の実施基準等に基づき職務を執行し、監査等の実効性の確保に

努めております。また、内部監査部門等との実効的な連携等を通じて、会

社の業務および財産の状況に関する調査ならびに取締役および会計監査人

等から受領した報告内容の検証等を行い、取締役会に対する報告・提案・

助言等を行っております。また、監査等委員会は選任等・報酬等に対する

意見陳述権が付与されており、コーポレートガバナンスの実効性向上のた

め、選任等および報酬等について検討を重ねております。後継者育成や報

酬方針についても事業継続の観点から業務執行取締役と議論を行い積極的

に意見を述べております。当社の監査等委員会は、会計監査人および内部
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監査部門と定期的に情報交換を行い、連携を密にして監査の実効性を高め

るため、常勤の監査等委員を置いております。

６．内部監査体制

　内部監査室が内部統制システム監査を行い、その監査内容について監査

等委員会と意見交換し、監査や改善提案等の指示を受けるなど連携を図

り、より実効的に監査が行える体制としております。また、代表取締役社

長の直轄組織として、経営目標の達成に向けた効率的・効果的な業務遂行

と社長が認識するビジネス・リスク等のコントロールのため、受査部門へ

の直接の調査および報告聴収を含む監査を行っております。

７．財務報告に係る内部統制

　財務報告に係る内部統制基本方針に基づき、有効な内部統制の仕組みを

構築しております。定められた内部統制の原則、目標、評価範囲、方法、

体制に沿って運用されており、信頼性のある財務報告を作成しております。
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連結株主資本等変動計算書

(2022年７月１日から
2023年６月30日まで)

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 2,442,450 2,254,266 15,773,510 △26,081 20,444,145

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △287,436 △287,436

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

1,956,736 1,956,736

自 己 株 式 の 取 得 △49,944 △49,944

自 己 株 式 の 処 分 504 9,128 9,633

非支配株主との取引に係る
親 会 社 の 持 分 変 動

△39,946 △39,946

株主資本以外の項目の当期
変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 － △39,442 1,669,299 △40,815 1,589,041

当 期 末 残 高 2,442,450 2,214,824 17,442,810 △66,897 22,033,187

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
非 支 配
株 主 持 分

純 資 産 合 計そ の 他 有 価 証
券 評 価 差 額 金

為替換算調整勘定
退職給付に係
る調整累計額

そ の 他 の
包 括 利 益
累 計 額 合 計

当 期 首 残 高 614,110 117,795 7,466 739,373 531,345 21,714,864

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △287,436

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

1,956,736

自 己 株 式 の 取 得 △49,944

自 己 株 式 の 処 分 9,633

非支配株主との取引に係る
親 会 社 の 持 分 変 動

△39,946

株主資本以外の項目の当期
変 動 額 ( 純 額 )

161,609 △20,938 △584 140,086 108,034 248,120

当 期 変 動 額 合 計 161,609 △20,938 △584 140,086 108,034 1,837,162

当 期 末 残 高 775,719 96,857 6,882 879,459 639,379 23,552,026

連結株主資本等変動計算書

（注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

１. 連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記

(1) 連結の範囲に関する事項

連結子会社の状況

・連結子会社の数 ６社

・連結子会社の名称 Ｓ＆Ｓコンポーネンツ株式会社

Ｓ＆Ｓアドバンストテクノロジーズ株式会社

エスメディカル株式会社

鈴木東新電子（中山）有限公司

鈴木東新電子（香港）有限公司

PT.SUGINDO INTERNATIONAL

　当連結会計年度において、当社の連結子会社であったPT.GLOBAL TEKNINDO BERKATAMA

は、同じく当社の連結子会社であるPT.SUGINDO INTERNATIONALを存続会社とする吸収合併

により消滅したため、連結の範囲から除外しております。

(2) 持分法の適用に関する事項

　持分法適用の関連会社数

　該当事項はありません。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社のうち、鈴木東新電子（中山）有限公司及び鈴木東新電子（香港）有限公

司、PT.SUGINDO INTERNATIONALの決算日は12月31日であります。連結計算書類の作成に当

たっては３月31日現在で実施した仮決算に基づく計算書類を使用しております。ただし、

連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

(4) 会計方針に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ. 有価証券

・その他有価証券

　市場価格のない株式等以外のもの 連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価

差額は全部純資産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定）

　市場価格のない株式 　　　　　移動平均法に基づく原価法

ロ. 棚卸資産

・製品・仕掛品 金型・自動機器・・・個別原価法（貸借対照表価額は収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

その他・・・総平均法による原価法（貸借対照表価額は収

益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

・原材料・貯蔵品 総平均法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法により算定）
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イ. 有形固定資産

　（リース資産を除く）

　当社及び国内連結子会社は定率法を、また、在外連結子会社

は定額法を採用しております。

ロ. 無形固定資産

　（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアに

ついては利用可能期間（５年）に基づく定額法によっておりま

す。

イ. 退職給付見込額の期間帰属方法 　退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額

を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法

については、給付算定式基準によっております。

ロ. 数理計算上の差異及び過去勤務費

用の費用処理方法

　過去勤務費用については、その発生時における

従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数によ

る定額法により費用処理しております。

　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時

における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数による定額法により按分した額をそれぞれ発

生の翌連結会計年度から費用処理しております。

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法

　ただし、当社及び国内連結子会社は1998年４月１日以降に

取得した建物（附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降

に取得した建物附属設備及び構築物は定額法を採用しておりま

す。

　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物 ３～50年

機械装置及び運搬具 ３～17年

その他 ２～20年

ハ. 長期前払費用　　　　　定額法を採用しております。

③ 重要な引当金の計上基準

イ. 貸倒引当金　　　　　　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については過去の

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しておりま

す。

ロ. 賞与引当金　　　　　　従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のう

ち当連結会計年度負担額を計上しております。

ハ. 役員賞与引当金　　　　役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込

額に基づき計上しております。

④ 退職給付に係る会計処理の方法

⑤　重要な収益及び費用の計上基準

　当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主

な履行義務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時

点）は以下のとおりであります。

　当社グループは、金型、部品、機械器具の製造・販売を主たる事業内容としており

ます。

　金型については顧客との契約に基づいて、主に完成した金型を顧客に納入すること

を履行義務として識別しております。顧客への引渡により、当該金型に対する支配が

顧客に移転することから、顧客が検収した時点で収益を認識しております。

　部品については顧客との契約に基づいて、主に完成した量産品を顧客に納入するこ
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とを履行義務として識別しております。国内販売において、出荷時から当該製品の支

配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合には、代替的な取扱いを

適用して、出荷時に収益を認識しております。海外販売についてはインコタームズ等

で定められた貿易条件に基づきリスク負担が顧客に移転する時点で履行義務が充足さ

れると判断し、当該履行義務が充足された時点で収益を認識しております。なお、得

意先から材料を仕入、加工を行った上で加工費等を仕入価格に上乗せして加工品を当

該得意先に対して販売する取引については、売上高と売上原価を純額表示しておりま

す。

　機械器具については顧客との契約に基づいて、主に完成した装置を顧客に納入する

ことを履行義務として識別しております。顧客への引渡により当該装置に対する支配

が顧客に移転することから、顧客が検収した時点で収益を認識しております。

⑥ 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、連結決算日

の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算

し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び非支配株主持分に含めて計

上しております。

２．表示方法の変更

　前連結会計年度において、「売上原価」から控除していた有償受給取引における受給品に

含まれる標準スクラップ価額について、銅材価格の高騰により金額的な重要性が増したこと

から、有償受給取引に係る加工代相当額をより適切に連結計算書類に表示するため、当連結

会計年度より「売上高」に含めて表示する方法に変更しております。この表示方法の変更を

反映させるため、前連結会計年度の連結計算書類の組替を行っております。

　この結果、前連結会計年度の損益計算書において「売上原価」と「売上高」はそれぞれ

2,674,640千円増加しており、損益に与える影響はありません。

３. 会計上の見積りに関する注記

連結子会社（PT.SUGINDO INTERNATIONAL）が保有する有形固定資産の減損

(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

　　減損損失　　　  　　　－千円

　　有形固定資産　 1,082,104千円

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

① 算出方法

　減損の兆候がある資産グループについて、帳簿価額が回収可能価額を上回っているか減

損損失の認識の判定を行い、減損損失を計上すべきであると判定した場合には帳簿価額を

回収可能価額まで減額いたします。回収可能価額は正味売却価額により評価しておりま

す。

　当連結会計年度において、PT.SUGINDO INTERNATIONALが保有する有形固定資産につい

て、収益性が低下したことにより減損の兆候があると判断いたしましたが、減損損失の認

識の判定において、当該資産グループの正味売却価額がその帳簿価額を上回っていたこと

から、減損損失を認識しておりません。

② 主要な仮定

　正味売却価額は、外部の専門家である不動産鑑定士の評価等に基づいており、不動産鑑

定評価の算定における主要な仮定は、土地の市場価格及び建物の再調達原価、経済的耐用
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建物及び構築物 4,029,630千円

土地 1,201,221千円

計 5,230,852千円

１年内返済予定の長期借入金 636,520千円

長期借入金 1,780,900千円

計 2,417,420千円

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 14,404,400株 －株 －株 14,404,400株

2022年９月29日開催の第53期定時株主総会決議による配当に関する事項

・配当金の総額 287,436千円

・１株当たり配当額 20円

・基準日 2022年６月30日

・効力発生日 2022年９月30日

　2023年９月28日開催の第54期定時株主総会において次のとおり付議いたします。

・配当金の総額 430,055千円

・１株当たり配当額 30円

・基準日 2023年６月30日

・効力発生日 2023年９月29日

年数等であります。

③ 翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響

　不動産鑑定評価額が低下するなど回収可能価額が変動した場合、翌期の連結計算書類に

影響を与える可能性があります。

４. 連結貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

　① 担保に供している資産

② 担保に係る債務

(2) 有形固定資産の減価償却累計額　　　　　　　　　　　　　　　 27,658,258千円

(3) 補助金等により取得した固定資産の圧縮記帳累計額

　過年度に取得した資産のうち、補助金等による圧縮記帳額は365,000千円であり、連結貸

借対照表計上額はこの圧縮記帳額を控除しております。

　なお、その内訳は建物及び構築物282,200千円、土地60,000千円、工具、器具及び備品

22,800千円であります。

５. 連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の種類及び総数に関する事項

(2) 剰余金の配当に関する事項

① 配当金支払額等

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度とな

るもの
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６. 金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については安全性の高い預金等に限定し、資金調達について

は、主に金型、部品、自動機器、医療組立の製造販売事業を行うための設備投資計画に照

らして、銀行借入で調達しております。

　デリバティブ取引は外貨建取引の将来の市場変動による損失の回避・コストの確定等を

目的として利用しており、投機的な取引は行いません。

② 金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である「受取手形」、「電子記録債権」及び「売掛金」は、顧客の信用リスク

に晒されております。

　投資有価証券は、市場価格の変動リスクに晒されております。

　営業債務である買掛金等は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。

　借入金のうち短期借入金は営業取引、設備投資に係る資金調達であり、長期借入金は主

に工場建設等、大規模な設備投資に係る資金調達であります。営業債務や借入金は、流動

性リスクに晒されております。

　デリバティブ取引は、主に外貨建ての営業債権債務に係る為替の変動リスクを回避する

ための為替予約であり、信用リスク、市場リスクに晒されております。なお、ヘッジ会計

は適用しておりません。

③ 金融商品に係るリスク管理体制

イ. 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当該リスクに関しましては、当社グループの債権管理規程に従い、取引先ごとの期日

管理及び残高管理を行うとともに、主な取引先の信用状況を定期的に把握する体制とし

ております。

　デリバティブ取引については、取引相手先を高格付を有する金融機関に限定している

ため、信用リスクはほとんどないと認識しております。

ロ. 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　当該リスクに関しましては、定期的に時価や発行体（主として取引先企業）の財務状

況等を把握し、また、市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直し

ております。

　デリバティブ取引の執行・管理については、担当部署が決裁担当者の承認を得て行っ

ております。

ハ. 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

　当該リスクに関しましては、資金収支計画を作成するなどの方法により、リスクを管

理しております。

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格が無い場合には合理的に

算定された価額が含まれております。
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連結貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

投資有価証券 1,503,421 1,503,421 －

　資産計 1,503,421 1,503,421 －

長期借入金（１年内含む） 2,417,420 2,417,388 △31

　負債計 2,417,420 2,417,388 △31

 デリバティブ取引 － － －

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

　その他有価証券

　　株式

　　地方債

1,493,504

－

－

9,917

－

－

1,493,504

9,917

資産計 1,493,504 9,917 － 1,503,421

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金 － 2,417,388 － 2,417,388

負債計 － 2,417,388 － 2,417,388

(2) 金融商品の時価等に関する事項

　2023年６月30日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の

とおりであります。なお、市場価格のない株式等（連結貸借対照表計上額9,075千円）は、

「投資有価証券」には含めておりません。また、現金は注記を省略しており、預金、受取手

形、電子記録債権、売掛金、買掛金、短期借入金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額

に近似するものであることから、記載を省略しております。

(3) 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性および重要性に応じて、以

下の３つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成

される当該時価の算定の対象となる資産または負債に関する相場価格によ

り算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以

外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイン

プットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時

価を分類しております。

① 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

② 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

－ 13 －
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連結注記表

セグメント別（千円）

金型 部品 機械器具 賃貸 計

売上高（注）

日本 1,523,268 11,889,886 5,671,779 5,589 19,090,523

中国 － 3,505,638 812 － 3,506,450

タイ 8,386 2,632,303 － － 2,640,689

その他 60,174 1,004,131 70,702 － 1,135,008

顧客との契約か

ら生じる収益
1,591,829 19,031,959 5,743,294 5,589 26,372,672

その他の収益 － － － 1,650 1,650

外部顧客への売

上高
1,591,829 19,031,959 5,743,294 7,239 26,374,322

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

投資有価証券

　上場株式は相場価格を用いて評価しています。上場株式は活発な市場で取引さ

れているため、その時価をレベル１の時価に分類しております。一方で、当社が

保有している地方債は、市場での取引頻度が低く、活発な市場における相場価格

とは認められないため、その時価をレベル２の時価に分類しております。

長期借入金

　長期借入金の時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスク

を加味した利率を基に、割引現在価値法により算定し、レベル２の時価に分類し

ています。なお、1年以内に返済予定の長期借入金を含めた金額を記載しており

ます。

７. 賃貸等不動産に関する注記

　賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。

８. 収益認識に関する注記

(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

(2) 収益を理解するための基礎となる情報

　「１.連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記（４）会計方針に

関する事項⑤重要な収益及び費用の計上基準」に記載の通りであります。

－ 14 －
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連結注記表

当連結会計年度（千円）

顧客との契約から生じた債権(期首残高) 5,983,423

顧客との契約から生じた債権(期末残高) 5,958,424

契約負債(期首残高) 42,287

契約負債(期末残高) 29,947

(1) １株当たり純資産額 1,598円35銭

(2) １株当たり当期純利益 136円22銭

(3) 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額及び時期に関する情報

① 契約資産及び契約負債の残高等

　契約負債は、主に製品に対する支配を顧客に移転することにより履行義務が充足される

時に収益を認識する取引について、将来の履行義務に関する売上代金の一部を顧客から受

け取った前受金に関するものであります。契約負債は、収益の認識に伴い取り崩されま

す。

② 残存履行義務に配分した取引価格

　当社グループの残存履行義務に配分した取引価格については、当初に予定される顧客と

の契約期間が１年以内であるため、残存履行義務に配分した取引価格の総額及び収益の認

識が見込まれる期間の記載を省略しております。

９. １株当たり情報に関する注記

10. 重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

－ 15 －



2023/09/04 9:06:49 / 23046868_株式会社鈴木_招集通知

株主資本等変動計算書

（2022年７月１日から
2023年６月30日まで）

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金
そ の 他
資本剰余金

資本剰余金
合 計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合 計別 　 途

積 立 金
繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 2,442,450 2,446,873 784 2,447,657 115,000 6,250,000 8,277,527 14,642,527

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △287,436 △287,436

当 期 純 利 益 1,604,817 1,604,817

自己株式の取得

自己株式の処分 504 504

株主資本以外の項目の当
期 変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 － － 504 504 － － 1,317,381 1,317,381

当 期 末 残 高 2,442,450 2,446,873 1,288 2,448,161 115,000 6,250,000 9,594,908 15,959,908

株 主 資 本 評価・換算差額等

純資産合計
自 己 株 式 株主資本合計

その他有価証
券評価差額金

評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 △26,081 19,506,553 614,110 614,110 20,120,664

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △287,436 △287,436

当 期 純 利 益 1,604,817 1,604,817

自己株式の取得 △49,944 △49,944 △49,944

自己株式の処分 9,128 9,633 9,633

株主資本以外の項目の当
期 変 動 額 ( 純 額 )

161,609 161,609 161,609

当 期 変 動 額 合 計 △40,815 1,277,069 161,609 161,609 1,438,678

当 期 末 残 高 △66,897 20,783,623 775,719 775,719 21,559,342

株主資本等変動計算書

（注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

－ 16 －
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個別注記表

① 有形固定資産

　　（リース資産を除く）

　定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日

以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016

年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物につ

いては定額法を採用しております。

② 無形固定資産

　　（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。なお、自社利用のソフト

ウエアについては、社内における利用可能期間（５年）

に基づく定額法によっております。

個別注記表

１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

・子会社株式・関連会社株式 移動平均法による原価法

・その他有価証券

　市場価格のない株式等以外のもの 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定）

　市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

② 棚卸資産

・製品・仕掛品 金型・自動機器・・・個別原価法（貸借対照表価額は収

益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

その他・・・総平均法による原価法（貸借対照表価額は

収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

・原材料・貯蔵品 総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下

に基づく簿価切下げの方法により算定）

(2) 固定資産の減価償却の方法

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 ３～50年

機械及び装置 ３～17年

工具、器具及び備品 ２～20年

③ 長期前払費用　　　　　　　　　定額法を採用しております。

(3) 引当金の計上基準

① 貸倒引当金　　　　　　　　　　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については過

去の貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計

上しております。

② 賞与引当金　　　　　　　　　　従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額

のうち当事業年度負担額を計上しております。

③ 役員賞与引当金　　　　　　　　役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給

見込額に基づき計上しております。

④ 退職給付引当金　　　　　　　　従業員の退職に伴う退職金の支給に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務の見込額に基づき、計上

しております。

－ 17 －
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個別注記表

　イ. 退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年

度末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基

準によっております。

　ロ. 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

　過去勤務費用については、その発生時における従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により費用処

理しております。

　数理計算上の差異については、各事業年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法

により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処

理しております。

(4) 収益及び費用の計上基準

　当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び

当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりでありま

す。

　当社は、金型、部品、機械器具の製造・販売を主たる事業内容としております。

　金型については顧客との契約に基づいて、主に完成した金型を顧客に納入することを履行

義務として識別しております。顧客への引渡により、当該金型に対する支配が顧客に移転す

ることから、顧客が検収した時点で収益を認識しております。

　部品については顧客との契約に基づいて、主に完成した量産品を顧客に納入することを履

行義務として識別しております。国内販売において、出荷時から当該製品の支配が顧客に移

転される時までの期間が通常の期間である場合には、代替的な取扱いを適用して、出荷時に

収益を認識しております。海外販売についてはインコタームズ等で定められた貿易条件に基

づきリスク負担が顧客に移転する時点で履行義務が充足されると判断し、当該履行義務が充

足された時点で収益を認識しております。なお、得意先から材料を仕入、加工を行った上で

加工費等を仕入価格に上乗せして加工品を当該得意先に対して販売する取引については、売

上高と売上原価を純額表示しております。

　機械器具については顧客との契約に基づいて、主に完成した装置を顧客に納入することを

履行義務として識別しております。顧客への引渡により当該装置に対する支配が顧客に移転

することから、顧客が検収した時点で収益を認識しております。

(5) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

① 退職給付に係る会計処理　　退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法

は、連結計算書類におけるこれらの会計処理と異なっており

ます。

②　重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

　外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨

に換算し、換算差額は損益として処理しております。
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個別注記表

建物 4,029,630千円

土地 1,201,221千円

計 5,230,852千円

１年内返済予定の長期借入金 636,520千円

長期借入金 1,780,900千円

計 2,417,420千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 21,511,133千円

２．表示方法の変更

　前事業年度において、「売上原価」から控除していた有償受給取引における受給品に含ま

れる標準スクラップ価額について、銅材価格の高騰により金額的な重要性が増したことか

ら、有償受給取引に係る加工代相当額をより適切に計算書類に表示するため、当事業年度よ

り「売上高」に含めて表示する方法に変更しております。この表示方法の変更を反映させる

ため、前事業年度の計算書類の組替を行っております。

　この結果、前事業年度の損益計算書において「売上原価」と「売上高」はそれぞれ495,245

千円増加しており、損益に与える影響はありません。

３. 会計上の見積りに関する注記

子会社株式（PT.SUGINDO INTERNATIONAL）の評価

(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額

　関係会社株式評価損　　　　　　　　　　　　　　　　　　 －千円

　関係会社株式　　　　PT.SUGINDO INTERNATIONAL　　　270,004千円

(2) 計算書類利用者の理解に資するその他の情報

① 算出方法

　関係会社株式は取得原価をもって貸借対照表価額としておりますが、一般に公正妥当と認

められる企業会計の基準に準拠して作成した当社の子会社であるPT.SUGINDO INTERNATIONAL

の財務諸表を基礎として各社株式の実質価額を算定しており、財政状態の悪化により実質価

額が著しく低下した場合は、相当の減額処理をしております。

② 主要な仮定

　一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して作成された財務諸表を基礎として

各社株式の実質価額を算定しており、当該実質価額は各社が保有する有形固定資産の減損の

要否によって重要な影響を受けます。なお、PT.SUGINDO INTERNATIONALが保有する有形固定

資産の減損の検討における主要な仮定は、「連結注記表３．会計上の見積りに関する注記」

に記載のとおりです。

③ 翌事業年度の計算書類に与える影響

　PT.SUGINDO INTERNATIONALの財務諸表を基礎として算定された実質価額が著しく低下した

場合には、翌事業年度の計算書類において関係会社株式評価損が発生する可能性がありま

す。

４. 貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

① 担保に供している資産

② 担保に係る債務

(3) 補助金等により取得した固定資産の圧縮記帳累計額

　過年度に取得した資産のうち、補助金等による圧縮記帳額は365,000千円であり、貸借

対照表計上額はこの圧縮記帳額を控除しております。
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個別注記表

鈴木東新電子（香港）有限公司 684,500千円 （借入金）

短期金銭債権 2,401,559千円

短期金銭債務 115,513千円

　　売上高 694,501千円

　　仕入高 △260,583千円

　　営業取引以外の取引高 442,439千円

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 32,575株 48,027株 11,400株 69,202株

　繰延税金資産

　　賞与引当金 29,933千円

　　未払事業税 22,114千円

　　退職給付引当金 287,708千円

　　長期未払金 102,327千円

　　減価償却費超過額 50,045千円

　　みなし配当加算金 31,084千円

　　貸倒引当金 103,433千円

　　会員権評価損 21,233千円

　　有価証券評価損 633,780千円

　　その他 64,264千円

　繰延税金資産計 1,345,925千円

　繰延税金負債

　　その他有価証券評価差額金 △339,621千円

　　資産除去債務 △2,107千円

　　繰延税金負債計 △341,729千円

　評価性引当額 △916,375千円

　繰延税金資産の純額 87,820千円

　なお、その内訳は建物275,400千円、構築物6,800千円、土地60,000千円、工具、器具及

び備品22,800千円であります。

(4) 保証債務

　次の会社に対し債務保証を行っております。

(5) 関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。

５. 損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

６. 株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の種類及び株式数に関する事項

注１． 自己株式の増加は、単元未満株式の買取り請求による増加27株及び取締役会決議による

自己株式取得による増加48,000株であります。

　２． 自己株式の減少は、譲渡制限付株式報酬としての処分による減少11,400株であります。

７. 税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
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個別注記表

属 性 会社等の名称
資本金又
は出資金
( 千 円 )

事 業 の
内 容

議決権等
の 所 有
(被所有)
割 合
( ％ )

関 連 当 事 者
と の 関 係

取引の内容
取引金額
( 千 円 )

科 目
期末残高
( 千 円 )

子会社
Ｓ ＆ Ｓ
コンポー
ネンツ㈱

80,000
コネクタ
端子製造
販 売

51

ロイヤリティの

受領

業務の受託

役員の兼任2名

ロイヤリティ
の 受 取
注 ３ （ １ ）

58,325
売 掛 金

未 収 入 金

153,981

4,928業 務 受 託
注 ３ （ １ ）

53,760

子会社

鈴木東新
電 子
（中山）
有限公司

8,050
(千USD)

コネクタ
端子製造
販 売

80
資金の貸付け

役員の兼任5名

利 息 の 受 取
注 ３ （ ２ ）

2,467

短 期
貸 付 金

130,000

未 収 入 金 3,870

子会社

鈴木東新
電 子
（香港）
有限公司

1,200
(千香港ドル)

コネクタ
端 子
販 売

80

ロイヤリティの

受領

資金の貸付け

債務保証

役員の兼任4名

ロイヤリティ
の 受 取
注 ３ （ １ ）

36,169

短 期
貸 付 金
注４

未 収 入 金

482,500

6,112

利 息 の 受 取
注 ３ （ ２ ）

6,075

債 務 保 証
注 ３ （ ３ ）

684,500

保 証 料 の 受
入 れ
注 ３ （ ３ ）

2,298

子会社
P T . S U G I N D O
INTERNATIONAL

136,912,624
(千IDR)

自動車部品、
電 子 部 品 製
造 ・ 販 売

99.99
資金の貸付け

役員の兼任3名

利 息 の 受 取
注 ３ （ ２ ）

14,051

未 収 入 金

短 期
貸 付 金

3,596

1,350,000

８. 関連当事者との取引に関する注記

子会社等

　注１. 取引金額には消費税等を含みません。

２. Ｓ＆Ｓコンポーネンツ㈱に対する期末残高には消費税等が含まれております。

３. 取引条件及び取引条件の決定方針等

　(1) ロイヤリティ及び業務受託については、市場価格、総原価を勘案して取引価格を決定

しております。

　(2) 各子会社に対する資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定し

ております。なお、担保は受け入れておりません。

　(3) 債務保証は銀行借入に対し行ったものであり、年率0.3％の保証料を受領しておりま

す。

４. 鈴木東新電子（香港）有限公司への短期貸付金に対し338,624千円の貸倒引当金を計上し

ております。

　　また、当事業年度において15,877千円の貸倒引当金戻入額を計上しております。
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個別注記表

(1) １株当たり純資産額 1,503円94銭

(2) １株当たり当期純利益 111円72銭

９. 収益認識に関する注記

　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報について、「連結注記表８. 

収益認識に関する注記」に同一の内容を記載しているため、記載を省略しております。

10. １株当たり情報に関する注記

11. 重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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